
本組合が想定する業務ステップ 

 

 
事業計画素案の作成 

⇒本組合が求める前提条件に基づくプランの検討 

【業務内容（案）】 

・再開発計画の立案 

・事業コンセプト案の検討 

・事業に係る概算事業費、事業収支に関する検討 

（事業期間も含む） 

・本組合の役割の整理 

・事業実施体制の検討 

・整備スケジュールの検討 

・開発主体候補者の確保（関心・意向のある者の発掘） 

事業計画案の作成 

⇒本組合が認めた第１ステップのプランの精査 

【業務内容（案）】 

・事業化の検証 

・地域調整 

・開発主体候補者の確保（精査後も意向のある者の保持） 

開発主体の公募・決定 
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ガーデンふ頭の開発可能エリア 

⚫ 引き続き活用していく既存施設（白抜き陸地部分）以外の部分を開発可能エリアとします 

⚫ 開発可能エリアを再開発するにあたって、引き続き活用していく既存施設（白抜き陸地部分）への

関与は以下の通りです 

⇒ 水族館は、管理・運営を除いて連携を図ることを基本とします 

⇒ 水族館以外の施設は、今後の民間提案において運用による機能の高質化等の利活用は可能です 

⚫ 再開発計画対象地区に限らず周辺地域を含む提案を拒むものではありません 
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凡 例 

防潮壁・防潮扉 

再開発基本計画対象地区  

開発可能エリア  

占用可能エリア  

船だまり 
（水域） 

ハーバーガーデン 
令和 6年 3月 31 日 
まで事業継続予定 

1 号岸壁 
令和 5年 4月 1日 
廃止 

クレールベイサイド 
令和 5年 11月 30 日 
契約満了 

つどいの広場 

水族館南側緑地 

か
ら
く
り
広
場 

中
央
通
路 

東
通
路 

ポートハウス 
（休憩施設） 

ふじの広場 

南極観測船 
ふじ 

名古屋港 
ポートビル 

名古屋港水族館 
（北館） 

名古屋港水族館 
（南館） 

駐車場 

駐車場 

駐車場 立体駐車場 

立体駐車場 

駐車場 

名古屋港管理組合 
名古屋港湾会館 

愛知県警 
港警察分庁舎 

 

JETTY 関連施設 

臨港緑園 

（緑地） 

3 号岸壁 2 号岸壁 



選定評価基準 

評価項目 評価のポイント 配点 

業務実績 

 資格要件に掲げる同種・類似の業務実績がどの程度あるか。（最大 5件ま

で） 

 実績の内容は本事業にふさわしい内容であるか。 

5 

業務実施体制 

 協働するにあたり、迅速・柔軟に対応できる人員が確保されているか。 

 グループの場合、それぞれが自身の役割を認識しており、構成員間の連

携が迅速・柔軟に行える体制となっているか。 

5 

業務実施方針 

 背後地との関係を踏まえつつ、ガーデンふ頭の特性と課題を的確に捉え、

協働事業者の役割に対しての認識が十分にできているか。 

 計画立案に向けた着眼点・方向性は本組合の立場に立ったものか。 

20 

協働期間全体を見据え

たなかでの１か年目の

考え方・取り組み方 

的確性 

 業務実施方針を踏まえ、より良い再開発とするための考え方

が明確に記載されており、具体的な協働内容が提示されてい

るか。 

 特に１か年目について共感の得られる内容となっているか。 

15 

実現性 

 協働期間全体の取り組みが把握できるよう、道筋や手法が明

確に記載されており、実現可能なスケジュールとなっている

か。 

 1 か年目の内容は具体的であり、より良い再開発の実現性が

高まる取り組み方であるか。 

10 

独創性 
 協働事業者として、自身の経験やノウハウによって、再開発

の実現性がより高まる工夫があるか。 
5 

再開発の中心となる開

発主体候補者確保の考

え方・取り組み方 

 

的確性 

 開発主体候補者が有すべき資質、発掘方法とプロセスなどに

ついて明確な記載があり、1 か年目から成果が見込める内容

となっているか。 

15 

実現性 
 開発主体の役割を担うことができる候補者の確保を明確に証

するエビデンスを得る確実な取り組み方となっているか。 
10 

独創性 
 協働事業者として、開発主体候補者を確保するための自身の

経験やノウハウがあるか。 
5 

その他再開発実現に向

けて必要と考えられる

ことへの提案・助言 

 再開発を実現するにあたり、本組合に不足していると思われる視点につ

いて助言があるか。 

 自身が協働事業者になることにより、再開発の実現性が高まると考えら

れるアピールポイントについて記載があるか。 

10 

小 計 100 

２か年を見据えた 

参考見積価格 

1 か年目に係る見積価格及び 2か年目に係る参考見積価格を合算した業務

委託金額により算定 

点数＝
（業務委託金額の上限 −評価対象者の提案価格）

（業務委託金額の上限 −有効な提案価格のうち最も低い価格）

×配点（１０点） 

10 

小 計 10 

合 計 110 
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